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はじめに
「旅行実務」とは，旅行会社が行う手配，仕入
れ，企画，販売，コンサルティング，添乗などの
業務のことを指し多義に渡っている。しかし，戦
後以降に注目してみても，旅行業は，斡旋（あっ
せん）業にすぎず，職場旅行や町内会の旅行など
国内添乗業務を除けば，「旅行実務」は，旅館，
鉄道，バスなどを手配する単純な業務であった。
海外パッケージツアーが登場し，旅行会社自ら
が旅行を商品として造成し販売するようになった
のは，1964年に海外観光渡航の自由化（自由化以
前は，出張や移住，留学などしか海外渡航は認め
られていなかった）が行われてからである。また，
本格的にパッケージツアーが普及し始めたのは，
1970年のジャンボジェット機（ボーイング747型
機）の就航に伴ってバルク運賃（40人といった一
定数の団体パッケージツアーであることを条件に
した大幅割引航空運賃）が1969年に導入されてか
らである。それとともに「旅行実務」は，仕入れ，
企画，販売，コンサルティング，添乗などへと拡
大していったのである。
本稿では，「旅行実務」を旅行業法（1971年に
成立，現行は2011年6月に改正）に規定する旅行
ごとに分類し整理し，煩雑さを避けるために「旅
行実務」が明確に分業化されている海外旅行を中
心に稿を進めることとした。
現在では，企業単位で，あるいは，一企業内に
おいても分業が進んでおり，旅行業務に携わる個
人が「旅行実務」の全てに携わるというケースは，
一部の中小の旅行会社を除いてほとんどないが，
「旅行実務」全般を理解しておくことは全ての基
礎である。
1 旅行とは
本稿で扱う「旅行実務」の旅行とは，旅行業法
第二条で定義する企画旅行（募集型企画旅行と受
注型企画旅行）と手配旅行のことをいう。旅行業
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法第二条では，企画旅行は以下のように定義され
ている。
【旅行業法第二条第一項の一号】（太字，下線は筆
者）
旅行の目的地及び日程，旅行者が提供を受ける
ことができる運送又は宿泊のサービス（以下「運
送等サービス」という。）の内容並びに旅行者が
支払うべき対価に関する事項を定めた旅行に関す
る計画を，旅行者の募集のためにあらかじめ，又
は旅行者からの依頼により作成するとともに，当
該計画に定める運送等サービスを旅行者に確実に
提供するために必要と見込まれる運送等サービス
の提供に係る契約を，自己の計算において，運送
等サービスを提供する者との間で締結する行為。
すなわち，企画旅行には，旅行に関する計画を
予め作成し募集する募集型企画旅行（パッケージ
ツアーなど）と，旅行者からの依頼により作成す
る受注型企画旅行（社員旅行や町内会の旅行な
ど）の二種類がある。
企画旅行の最大の特徴は，自己の計算において
旅行者と契約ができるという点である。平易にい
えば，旅行会社が，交通機関やホテルなどの素材
や観光を組み合わせ，そこに自社の利益を載せて
（値付けして），全体で一つの旅行代金（以下，包
括料金という）で販売できるということである。
企業が，自社の商品に値付けして販売すること
は当然のことのように思うが，実は，2005年に現
在の旅行業法になってこの企画旅行が導入される
前は，1984年の旅行業法改正で導入された主催旅
行がパッケージツアーのことを指していて，「値
付け」は明確に認められていなかったのである。
すなわち2005年企画旅行の導入によって，旅行
会社は，たとえ消費者からパッケージツアーでの
ホテル代や飛行機代などの内訳明示を求められて
も包括料金のまま契約できるようになり付加価値
創造型産業へと大きな一歩を踏み出したといえよ
う。
その代わり，企画旅行では，特別補償（企画旅
行参加者が旅行中に死亡した場合は，海外旅行は
2500万円，国内旅行は1500万円の補償金等を旅行
業者は過失の有無にかかわらず支払う）や旅程管
理（旅行日程の円滑な実施を確保し，変更せざる
をえない場合は代替措置を講ずる），旅程保証
（航空座席やホテルのオーバーブック（過剰予約）
で予定が変更になった場合に補償金を支払う）な
どの責任が旅行会社に生じる。
また，単品でも値付けすれば企画旅行（単品パ
ッケージツアー）になる。ホテルを単品で販売す
る「こだわりの宿」といったパンフレットが募集
型企画旅行として販売されているのがその例であ
る。しかし，これは，後述のように，手配旅行と
の違いが分りにくく消費者に混乱を与えている。
一方，手配旅行は，他人の計算で，代理して契
約を締結し，媒介をし，又は取次ぎをする行為
（旅行業法第二条第三項）のことである。したが
って手配旅行では，交通機関やホテルなどの料金
を個別に内訳明示する必要がある。その際，旅行
会社は「取扱手数料」を収受することはできるが，
交通機関やホテルなどの料金に利益を載せて「値
付け」することはできない。しかし，その分，特
別補償や旅程管理，旅程保証などの責任は負わな
い。
このように，企画旅行と手配旅行では，旅行会
社の責任の有無が明確に違う。ところが，単品パ
ッケージツアーを可能にしたために，ホテルに泊
まるだけの行為が，募集型企画旅行であったり手
配旅行であったりして分りにくく，事故が起きて
初めてその違いを消費者が知るというケースも出
てきている。EU 各国では，単品は，パッケージ
ツアーとして扱われないが，日本では，旅行会社
の収益上の問題からこの単品パッケージツアーが
残ってしまった経緯があり，根本的に見直すべき
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であろう。
また，手配旅行は，インターネットで容易に販
売が可能となっているから，旅行会社しか扱えな
いという規制を外して誰でも参入できるようにし
て市場を活性化すべきだという議論もあり今後が
注目される。
1 募集型企画旅行の実務
募集型企画旅行とは，一般的にはパッケージツ
アーといわれている。旅行会社の店頭でパンフレ
ットの形で販売されている旅行のことである。店
頭の他に，雑誌や新聞，諸団体の会員向け DM，
インターネットなどでも募集される。
募集型企画旅行の最大の特徴は，「旅行会社が
予め計画し，値付けして，包括料金で販売する」
すなわち，旅行会社自らが交通機関や宿泊施設，
観光などを組み合わせて計画し値付けして販売す
る旅行である。よって以下の実務が発生する。
⑴ 旅行を企画する
旅行企画においては，企画者自身が実地踏査を
行い，デスティネーション（旅行の目的地）に関
する文献に当たり，歴史，文化，生活，習慣など
を理解した上で旅行企画をすることは当然である。
同時に，消費者のニーズを把握し，そのデスティ
ネーションならではの企画に結びつけていくこと
が要求される。以下，その具体的な業務内容を順
不同で列挙する。
イ) 消費者ニーズを検討し，新しいデスティ
ネーションや新コースの原案を考える。
ロ) 文献に当たり基本的な情報を整理する。
ハ) 実地踏査をする。
ニ) 市場で同種のツアーがどのように販売さ
れているかを調べ，販売余地があるか検討
する。
ホ) コンセプトを整理し，販売対象のセギュ
メント，販売目標，販売戦略などをまとめ
て企画書を作成する。
ヘ) ランドオペレーター（現地のホテルや車，
観光，ガイドなどを手配する会社）と打ち
合わせを行う。
ト) 旅行代金を決めてパンフレットを作成す
る。
チ) 販売のための手引きを作る。
リ) 参加者に渡す「旅のしおり」を作る。
国内旅行においては，サプライヤー（航空会社，
ホテルなどのサービス提供者）に直接手配をする
のが一般的であるが，現地事情が分らない海外に
おいては，ランドオペレーターに手配を依頼する
のが通例である。したがって，企画においても，
ランドオペレーターとの共同作業となるので，ラ
ンドオペレーターとの情報交換は，下見を含めて
密にしておく必要がある。
本来，旅行企画は，大変クリエイティブな仕事
であり幅広い知識が必要だ。ところが，残念にも，
旅行会社の企画は，有名観光地を物見遊山で巡る
だけのツアーがほとんどで，企画というより単に
有名観光地を組み合わせただけという商品が多い。
日本人のほとんどが海外旅行経験をもたなかった
海外旅行黎明期はそれでもよかったが，海外旅行
が大衆化（一部の富裕層だけではなく，広く一般
の人々が海外旅行に行けるようになること）し，
市場の成熟化（ほとんどの人に商品がいきわたり
飽和状態になること）と消費者ニーズの多様化
（誰もが同じものを欲しがったり目的が同じだっ
たりするのではなく，人によって欲しいものが異
なり目的が違うこと）が進めば，本来は，それに
対応して様々な商品が供給されなくてはならない。
しかし，海外渡航者数が1000万人を超えても，
表面的な流行を通り一遍倒になぞったり，過去の
商品を焼き直すだけというツアーが大半を占め不
毛な料金競争が続いた。その結果，新しいデステ
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ィネーションの開発はおろか，既製のツアーです
ら，クレームがあっても改善はなおざりにされ，
消費者ニーズを無視した「定食メニュー」のツア
ーを大量販売するということが繰り返された。ま
さにこれこそが，2000年をピークに海外旅行市場
が停滞する大きな原因となったといえよう。
今は，十人十色（人によってニーズがみな異な
ること），さらには一人十色（一人の人でも場合
によってニーズが異なること）ともいわれ，消費
者ニーズの多様化は多くの旅行会社で認識されて
いる。そのため，ようやく様々なツアーが企画さ
れるようになってきた。
ただし，消費者のニーズに対応するということ
は，少品種大量生産型（少ない種類の商品を大量
に生産すること）の商品ではなく，多品種少量生
産型（異なる商品を少量ずつ生産すること）の商
品を企画することになり，利益確保の面では今ま
でのやり方では通用しなくなる。例えば，今まで
は，一つの企画で1000人の参加者が集まったのに，
これからは，10種類の企画で100人ずつ集めなく
てはならないという変化に，どうオペレーション
を対応させるのか。何の対応もしなければ，明ら
かに生産性が低下する。しかし，労働集約型の旅
行業においては，機械に置き換えられる労力には
限界がある。結局，高額商品で高い利益率を確保
しないと収益が確保できない。しかし，そうなる
と自社の顧客のニーズに合わなくなる可能性もあ
る。格安商品を扱っていた旅行会社が突然，高額
商品を扱っても上手くいかない理由はそこにある。
旅行とは文化である。どんな視点で何をみてど
うするのか。すべて企画者の思想が反映される。
有名観光地巡りや買い物，グルメなどのツアーは，
インターネットが普及した今，旅行会社に頼まず
ともできてしまう。旅行会社にしか企画できない
旅で，感動と喜びが味わえるそんな旅が求められ
ている。一度行ったらもうその国には二度と行か
ない，というような旅行企画では市場は縮小して
いくばかりである。
⑵ マーケッティング
募集型企画旅行は，注文販売ではないから必ず
売れるとは限らない。したがって，企画者は，消
費者のニーズを把握し販売対象のセグメントおよ
び市場価格調査等のマーケッティングを行うこと
が必要である。
大手旅行会社は，消費者のニーズの最大公約数
をとる戦略が一般的であり市場分析を使いながら
商品作りに活かしている。しかし，最近は，専門
的な分野にも進出してきているので，かなり絞り
込んだ消費者のニーズにも焦点を当てるようにな
ってきている。
中小旅行会社は，消費者のニーズを如何に絞り
込み，販売対象のセグメントをどう行うかが勝負
である。大手のように，消費者ニーズの最大公約
数を取っても上手くはいかない。何故なら，それ
だけ競争相手も多く差別化が難しいからである。
例えば，ハワイは，今でもリピーターが多い人気
のリゾートであるが，中小の旅行会社にとっては，
よほどの特徴がないと大手のスケールメリットに
太刀打ちできないデスティネーションである。
また，自社の顧客のイメージに合致するかも見
極めなくてはならない。例えば，「自転車に乗り
ながら自然を五感で楽しむ」というコンセプトで
自転車ツアーを行ってきたのに，海外の自転車レ
ースに参加する人が増えてきたからといって自転
車レースに参加するツアーを作っても，Ａ社の顧
客ニーズには合わない。むしろ，そんなことをす
れば，顧客が離れていってしまう可能性すらある。
いずれにしても中小の場合は，会社のブランド
イメージを明確にすることが肝心である。デステ
ィネーションの専門店なのか，トレッキングなど
のある分野の専門店なのか，それとも添乗員つき
ツアーの専門店なのかなどを明確にすべきである。
もっといえば，旅の志向，ツアー作りに表れる社
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風のような抽象的なものも大事にしたい。
旅行企画は，アグレッシブで創造的な仕事であ
る。消費者ニーズの把握に努めるがあまり受身に
なってしまってはいけない。「自らニーズを掘り
起こす」くらいの企画者自身の強い興味や，「何
としても商品化したい」，「是非，行ってほしい」
という情熱こそが最も必要である。
⑶ 仕入れ
交通機関やホテル（以下，素材という）の仕入
価格は，商品の値段に直接反映するので商品構成
上もっとも重要な要素である。「よい仕入れなく
してよい商品なし」といえよう。
①航空座席の仕入れ
航空座席の仕入れは，航空会社から直接購入す
る場合と，航空座席のディストリビューターであ
る「AIR のホールセラー」から買う場合がある。
かつては，団体ツアーが中心でツアーの出発日
も限定的なものが多く予め航空座席を確保してか
らツアー募集をしたが，近年は，ツアーの FIT
（Foreign Independent Travel の略，海外個人旅
行。Free Individual（Independent）Traveler の
意味もある）化が進み，毎日出発可能なツアーも
多く，予め航空座席を押えておくことができなく
なってきているので，申し込みがあった時点で予
約が取れるか否かも仕入れの重要なポイントであ
る。
また，航空会社がパッケージツアー造成用の航
空運賃である IT 運賃（Inclusive tour fare）を設
定しない場合も増えており，PEX 運賃をパッケ
ージツアーに利用することも多い。PEX 運賃と
は，航空会社が，個人旅行者を対象に一定の条件
で普通運賃を大幅に割り引いた正規の割引運賃で
あるが，予約後すぐに購入しなければならず，標
準旅行業約款（旅行業法に定められ観光庁と消費
者庁が共管して定めた消費者との契約書。ほとん
どの旅行会社が使っている）の取消料ではカバー
できないような取消条件をもつ場合が多いので注
意を要する。
同じく，取引条件が厳しいという点で注意を要
するのが，チャーター便（座席を一機まるごと買
い取り契約する航空便）利用である。近年，チャ
ーター便の扱いが法改正により容易になった関係
でチャーター便利用が増えている。また，PEX
運賃や，インバウンドで定期航空便の利用客が急
増しているので，アウトバウンド（日本から海外
へ出て行く旅行）に使える航空座席が減少してお
り，チャーター便は，その問題を解決する有効な
手段としても注目されている。
しかしながら，チャーター便は，買取りリスク
が発生する。旅行業はローリスク・ローリターン
（リスクも少ないが利益も少ないこと）だと揶揄
されたりもするが，在庫を抱えるリスク（在庫リ
スク）がない上に，高額商品を扱うので他産業に
比べて取扱額が大きく，仕入価格に一定の利益を
上乗せすれば，利幅は小さくてもそれなりの収益
を比較的安定して確保できるビジネスである。チ
ャーター便は，この旅行業の利点と真っ向から反
する。しかし，数社でスプリット契約（数十席ず
つ何社かで分けてチャーターする契約）をするな
どしてリスクの分散を図れば，高い確率で大きな
利益を上げることも可能である。
ただし，チャーター便は，航空会社との間にチ
ャーター契約を仲介する会社が入る場合が多い。
仲介する会社は小規模で財務余力をもたないブロ
ーカーだったりするので，よく見極める必要があ
る。契約し販売も完了したのに，旅行出発当日，
チャーター便が飛んでこないという事態だけは避
けなければならない。
定期便の利用においても，航空機は天候の影響
を受けやすい上にエンジントラブルなどで大幅に
遅延したりフライトキャンセルなども起こりうる。
通常は，航空会社でホテルや代替便を用意してく
れるが，LCC（Low Cost Carrie：格安航空会社）
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などは代替の航空機が用意されなかったりするの
で注意が必要だ。また，幾ら航空券代金が安くて
も，通常の飛行ルートに比べて飛行時間が長時間
に及んだり，乗り継ぎに不要に長い時間がかかる
ような航空便は避けるべきである。
②ホテル他宿泊施設の仕入れ
ホテルの仕入れは，観光などの手配同様，通常
は，ランドオペレーターを通して行う。団体ツア
ーと FIT では，利用するホテルも変わってくる。
チェーンホテルのような大型の比較的高級ホテル
は品質も安定しているが，規模が大きすぎてホス
ピタリティーに欠けるところがある。FIT を対
象としたツアーなら，小規模でホスピタリティー
を直接感じられるようなホテルを選びたい。設備
などのハードも大切だがホテルの経営者，スタッ
フたちの質の高さも重要なポイントである。また，
ロケーションにも気を配りたい。FIT では，ホ
テルにチャックインした後も，街を散策したいと
いうニーズも高いので，街中のホテルを選択する
ことを優先させたい。
従来，日本の旅行会社は，大量にホテルの部屋
を予約して，直前になって大量にキャンセルする
ということを繰り返してきた。しかも，デポジッ
ト（予約を確保するための内金。通常は返金され
ない）を収めることなくこれを行ってきた。しか
し，現在は，段々，それも難しくなってきている。
何故なら，かつては，受入国にとって，日本人は
欧米人に並んで多額な外貨をもたらす貴重な客で
あり，しかも，クレームもあまり言わない扱いや
すい客として優遇されてきたが，近年は，中国を
初めアジアでも海外旅行人口が急激に増えてきて，
こうした日本人の優位性（ジャパン・プレミア
ム）が低下してきたからだ。しかも，日本人とは
違い，中国人などは，デポジットを積極的に払っ
てホテルを押さえ，時には，部屋を買い取ったり
もしている。特に，高級ホテルほどその傾向が強
い。
UNWTO（世界観光機関）によると，2012年
の世界全体の国際観光客数は，前年比約4％の増
加となり史上初めて10億人を突破し，その後も堅
調に伸びている。その中心はアジアである。アジ
アでは，明らかにホテルは供給が足りない。高級
ホテルほどそうである。商習慣の違いもあろうが，
ジャパン・プレミアムはもはや過去のことであり，
日本もこうした状況への対応を迫られている。
また，現地の人々との「ふれあい」や「生活を
体験したい」というニーズも高くなっており，ホ
ームステイを組み込んだツアーが増えている。ホ
ームステイは，衛生や治安の問題にも気を配らな
いと大きなトラブルになることもあるが，非常に
満足度の高いツアーとなり且つリピーターを増や
す有効な手段ともなっており，大いに注目される。
③車，観光およびガイド，食事などの仕入れ
車での送迎，観光およびガイド，食事などの手
配は，通常，ランドオペレーターを通して行う。
近年は，車は，その車種，シートベルトの有無，
タイヤの溝の深さ，食事は，レストランばかりか
メニューにいたるまで大変細かな手配が行われる
ケースが増えている。
しかし，一方で，いまだに，観光と称して土産
物屋を何件も回り，その買い物コミッションを当
てにしてホテルや車，食事まで含んだランドフィ
ーを，ただ同然にさせて激安パッケージツアーを
企画している旅行会社も散見される。それによっ
て旅行文化が大きく毀損されていると思うと悲し
いことである。
また，ランドオペレーターには，緊急時の対応
をしてもらうという重要な役割がある。トラブル
や事故が起きた場合に，迅速且つ適切に対応でき
る力が必要である。そのため，緊急時の対応も含
めて契約書を交わしておくことが重要である。
ところが，昨今，インターネットでサプライヤ
ーに直接手配し，ランドオペレーターには，車と
ガイドだけしか依頼しないというケースが増えて
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いる。その場合，当然ながら，ランドオペレータ
ーは，ホテルでの事故は自分の管轄外として事故
対応はしない。それでは，旅程管理も，標準旅行
業約款第二十六条に定める保護措置（旅行中の旅
行者が，疾病，傷害等により保護を必要とする状
態になると認めたときは，必要な措置を講ずる）
をも適切に行うことはできない。
やはり，ランドオペレーターとの信頼関係は，
三方よし（旅行会社よし，ランドオペレーターよ
し，お客様よし）でないと築けない。手配を依頼
する旅行会社もそれを受けるランドオペレーター
も，それぞれに利益が確保され，お客様にも満足
して頂いて，はじめて旅行会社の仕事は成就され
るのである。
⑷ 販 売
旅行実務の中での一番難しい業務が販売である。
どんな商品も売れなければ存在しないも同然であ
る。どの会社も一番苦悩するのがこの販売という
業務である。
①大手旅行会社の販売
大手旅行会社は，店舗販売を中心に展開してき
たが，次第に軸足をインターネット販売に移しつ
つある。また，新聞広告を使った通信販売も大規
模に行っており，店舗は，特定の専門分野を扱う
専門店舗を除いて減らしている。かつては，他の
旅行会社に販売を委託する B2Bの委託販売（旅
行業法第十四条の2）の占める割合が圧倒的に高
かったが，今は，直販が年々増えている。
②中小旅行会社
募集型企画旅行を造成する中小の旅行会社は，
リピーターを獲得し，その顧客の紹介でさらに新
規の顧客を獲得するという B2C のビジネスモデ
ルを基本としている。
販売手法は，顧客に DM やメールマガジンを
送ったり，コンサートや講演会，旅行説明会など
を開催している。さらには，社員がかつて添乗し
た顧客をリスト化し直接電話などで誘うという営
業手法も盛んに行われている。
また，近年は，どの旅行会社も，自社のホーム
ページを必ず持っている。ホームページは，その
会社の名刺代わりであり，新規顧客獲得の有効な
手段でもあるから中小旅行会社にとってはなくて
はならない販売手段になっている。加えて
「Facebook」などの SNS への取り組みもなされ
ているが，ビジネスへの利用はなかなか進んでい
ない。
インターネット版の『エイビーロード』や
『Yahoo Japan』などのポータルサイトに広告を
出し，紙のパンフレットを作らずネット上だけで
販売する旅行会社も登場しているが，ポータルサ
イト上で激しい料金競争を繰り広げている。
自社のコンセプトを明確にし，一定の志向をも
つリピーターを多数獲得すれば，その顧客が再び
行ってくれそうなツアー企画することで，継続性
のある販売サイクルが築ける。それ故，中小こそ，
新しい旅行企画が欠かせない。
2 受注型企画旅行の実務
⑴ オーガナイザー旅行
受注型企画旅行は，「旅行に関する計画を，旅
行者からの依頼により作成する」（旅行業法第二
条第一項の一号より）から注文販売ということに
なる。具体的には，修学旅行，職場旅行，町内会
の慰安旅行などである。
したがって，募集型企画旅行のような旅行企画
やマーケッティングは不要である。とはいえ，オ
ーガナイザー（団体旅行を依頼する会社や組合等
の組織。個人の場合やその組織の代表者を指す場
合もある）がすべてを計画して依頼してくるわけ
ではなく，むしろ，旅行会社の提案によって内容
が決まるといってもいい。それ故に，標準旅行業
約款では，第5条第2項で企画料の収受を認めて
いる。企画料は，旅行代金の20％以内とされ，一
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旦契約が成立すると，たとえ旅行が実施されなく
なっても収受できる。オーガナイザーに納得して
もらえる企画を提示するためには，市場の動向と
消費者のニーズを把握し，デスティネーションの
研究を怠らないことが重要である。
また，パッケージツアーとは違い現地団体との
交流やイベントへの参加，あるいはその実施など，
非常に複雑で難しい手配が要求されることが多い。
手配が上手くいかない場合も，必ず代案を示して
ソリューション（解決策）を提案できることが重
要である。また，三方よし（オーガナイザーよ
し・参加者よし・旅行会社よし）を心がけること
が成功の秘訣である。
もちろん，オーガナイザーに自らの企画を提案
し納得いただくには，プレゼンテーション力やプ
レゼン資料の作成能力が要求されるのは当然であ
る。
⑵ FIT 型のオーダーメイドツアー
近年は，FIT 型の個人旅行でも，オーダーメ
イドやパッケージツアーを基にアレンジするプチ
オーダーメイド型の受注型企画旅行も増えている。
旅慣れた消費者が多く，且つ，団体旅行の制約を
嫌う消費者が多くなっているからだ。今後も，こ
の需要は伸びていくもの思われる。
3 手配旅行
1964年の海外観光渡航の自由化以降も，パッケ
ージツアーが拡大してきたとはいえ，旅行会社の
主たる業務は手配旅行であった。特に国内旅行に
あっては，各種列車・新幹線，国内航空券，旅
館・ホテルなどの手配は，旅行会社を支える収益
の柱であった。
ところが，インターネットの出現で，航空券，
ホテルなどの素材流通の構造が大きく変わってし
まった。従来は，旅行会社を流通の担い手として
重視してきたサプライヤーたちも，自社のインタ
ーネットを通じて消費者に直接販売することが可
能となり，次第に直販比率を高めていった。特に，
航空会社のほとんどは，販売手数料（コミッショ
ン）をゼロとし，旅行会社抜きの流通を確立しつ
つある。
宿泊施設の流通に関しても，Yahoo，楽天，じ
ゃらん，一休などの OTA（Online Travel Agent）
の出現で，サプライヤー自身の直販ではないが，
インターネット販売が主流になりつつある。最近
は，エクスペディア，アゴダといった海外 OTA
が進出してきて日本市場に大きな影響を与え始め
ている。近い将来，募集型企画旅行（パッケージ
ツアー）の市場が OTA 利用への移行によって大
幅に減少すると思われる。
そんな中でも，手配旅行を主とした業務渡航
（企業の出張など）を専門とする会社も多数存在
する。そういう企業は，サプライヤーにはできな
い木目細かな手配や様々なソリューションを提供
し，顧客との関係を蜜に作り上げている。OTA
でもない限り手配旅行では経営は成り立たなくな
っているが，旅行会社の枠を出て，一種のソリュ
ーション企業となったところはこうして活発に事
業を展開している。
⑴ 手 配
手配という実務は，すべての旅行に共通する業
務であり，旅行実務の基本となる業務である。素
晴らしい旅行企画をし，良い仕入れをしても，手
配が正確でなければ旅行は台無しになってしまう。
その意味では，手配は，旅行のクオリティーコン
トロールの役割を果たしている。
また，旅行会社は，各サプライヤーやガイド，
現地の団体，オーガナイザー，参加者などを結ぶ
コーディネーターの役割を果たしている。それは，
単なる組み合わせではなく，総合して新しい価値
を作るという役割である。そして，それは，この
手配という実務の中で具現化される。
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4 添乗業務
添乗業務を行うには，旅行業法第十二条の十一
項の規定により旅程管理者資格が必要である。旅
程管理者資格は，旅行会社に勤務すれば研修を受
けることで比較的容易に資格が取れる。現在は，
大手旅行会社の場合は，添乗員派遣会社に外注す
ることが多いが，逆に，自社添乗を看板にしてい
る中小の旅行会社もたくさんある。
添乗業務の要は，標準旅行業約款第六章に規定
する旅程管理にある。トラブルが発生して予定の
日程が消化できない場合は，代替の手配を行い日
程も組み直し，ツアーの参加者の怪我，病気など
にも対応しなくてはならない。
「ツアーが成功するか否かは，添乗業員にかか
っている」ともいわれる。参加者と直接接する業
務であるだけに気苦労も多いが感謝もされる。報
酬が見合わないという指摘もあるが大変やり甲斐
のある旅行実務である。
5 コンサルティング
旅行に関する相談は，旅行業法第二条第一項の
九号に規定されており，標準旅行業約款の旅行相
談契約の部にも規定されている。旅行相談は無料，
という意識が消費者には強く，旅行会社側でも，
相談料を取ることはなかなか困難である。
しかし，中には，旅行相談をコンサルティング
ビジネスとして位置づけ，コンサル料を収受する
ビジネスモデルを確立している会社もある。FIT
化の進行で，本来，旅行相談の需要はますます高
くなっている中，今後，大いに注目される。
トラベルビジネス実務論
89
